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EPA に基づく介護福祉士候補者受け入れの現
状と課題
日本社会事業研究所研究員
院前期 2008 年卒　稲　葉　　　宏
１．研究目的
　高齢化が急速に進むわが国は2006年にフィリピ
ンおよびインドネシアと経済連携協定（EPA）が
締結し、2008年から看護師・介護福祉士候補者の
受入れを始めた。この協定の目的は、外国人によっ
て日本の介護・看護人材の不足を補うことではな
く人材交流の一環であるとされている。本研究は
EPAに基づく候補者受入れの制度上の目的と候補
者が来日した目的との間のかい離を中心に現状を
整理し、EPAに基づく受入れが本来の目的を達成
する上での課題について考察する。そして送り出
し国・受入れ国双方の高齢者介護の質の向上に資
することを目的とする。 　
２．研究の視点および方法
　本研究では、実際にEPAに基づいて看護師およ
び介護福祉士候補者を受入れた施設の担当者に聞
き取り調査を行うことで、候補者が来日した理由
と施設が受入れた理由を明らかにすることを目的
とした。なお、看護師候補者については、２回看
護師国家試験を受験し、２回目の試験で両名とも
試験に合格し、日本の看護師の資格を有してい
る。本調査は聞き取り調査である。調査対象者は、
EPAに基づいて来日したインドネシア人看護師候
補者とフィリピン人介護福祉士を受入れた就労先
施設の受入れ担当者である。実施期間は2010年２
月から３月である。時間は１施設あたり約１時間
の面接調査である。形式は調査対象者２人もしく
は１人に対して調査員１人もしくは２人が対面し
て座る形式である。候補者に対する調査項目は、
①調査対象者が候補者に関して担当している業務
の内容、②受入れ施設の基本情報（施設の種類、
施設が特化している分野等）③候補者の基本属性
（年齢、学歴、現場経験の有無）、④施設が候補者
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を受入れた理由、⑤候補者の基本情報（年齢、学
歴）、⑥候補者がEPAに申し込んだ理由の６点で
ある。なお、③⑤⑥については内容を候補者本人
に直接確認した。その際に用いた言語は英語であ
る。
３．研究結果と考察
　調査対象施設は、看護師候補者受入れ施設と介
護福祉士候補者受入れ施設それぞれ１施設ずつの
合計２施設である。調査対象者は、１施設につき
２人ずつの合計４人である。看護師候補者受入れ
施設は、病床数約150床の総合病院であり、同時
に特定の診療科では、手術件数で大きな実績があ
る。介護福祉士候補者受入れ施設は、老人保健施
設であり、宗教法人を母体としている。看護師候
補者受入れ施設の調査対象者は、看護師長および
事務長であり、看護師長は候補者の研修および国
家試験対策を担当、事務長は受入れに関わる実務
および日常の生活支援を担当している。介護福祉
士候補者の受入れ施設の調査対象者は、主任およ
び事務長であり、主任は候補者の研修および介護
の学習支援を担当、事務長は受入れに関する実務
を担当している。看護師候補者は２人おり、共に
インドネシア人である。１名は20歳代の女性、大
学卒で母国の最高学府出身、現場経験はない。も
う１名は20歳代の男性、看護師養成の専門学校卒
で、母国の病院で２年間の現場経験がある。介護
福祉士候補者は２人おり、共にフィリピン人であ
る。１名は20歳代の女性、大学卒で、台湾で高齢
者介護に従事した経験がある。もう１名は20歳代
の女性、大学卒で、高齢者介護に従事した経験は
ない。候補者受入れの理由は両施設共に、将来の
人材不足を見通して受入れ経験を積んでおくのが
目的であるとの回答であった。また、介護福祉士
候補者受入れ施設については、母体となる法人の
宗派と候補者の宗派が同一であることを挙げてい
た。最後に候補者がEPAに申し込んだ理由につい
て述べる。看護師候補者のうち、女性候補者は、
修士号取得の目標があり、そのためのキャリアの
一環として、日本の国家資格取得と研修が目的で
あると答えた。男性候補者は、特定の診療科につ
いての知識を深めるのが目的であり、受入れ施設
が手術件数で大きな実績を有している診療科が、
自分が知識を深めたい診療科と一致していたから
と答えた。介護福祉士候補者は２名とも、応募し
た主たる理由を賃金の高さと答えた。また、カナ
ダといった国にも応募はできるが、EPAは候補者
の費用負担がない点が魅力的であると答えてい
た。そして介護に対する関心を示す発言は見られ
なかった。
　看護師受入れの場合、それぞれの受入れ施設に
特定の診療科に強みがある等の具体的特長がある
可能性があり、候補者も自分の専門性を高めるこ
とを目的に来日していることが調査結果よりわか
る。また、送り出し国・受入れ国共に、看護が一
定の専門性を持ち、確立した領域であることが共
通の認識であるため、より高度な技能を身に付
けるためにEPAに応募したという裏付けが成り立
つ。したがって、看護の受入れにおいては、ＥＰ
Ａはその目的である「人材の交流」を十分果たし
ていると考えられる。一方で介護の場合、日本で
は既に専門性が確立した分野であるものの、送り
出し国では、介護の専門性自体が未確立である可
能性がある。そして、調査結果からは、候補者が
日本の介護そのものに関心があるのではなく、他
の受入れ国と比較して日本の賃金水準が高いから
EPAに応募しているという実態がわかった。した
がって、介護の受入れにおいては、EPAは「人材
の交流」としての役割を果たしているとは言いが
たいと考えられる。
　しかし、送り出し国であるインドネシアやフィ
リピンといった東南アジア諸国は、今後日本を上
回る勢いで高齢化すると予測されている。こうし
た環境の下では、送り出し国にとって専門性の高
い介護人材は不可欠な存在である。したがって、
EPAに基づく受入れそれ自体は、送り出し国の高
齢化に伴うニーズに合致していると考えられる。
以上の考察を踏まえ、今後の受入れにおいては、
送り出し国で働く介護人材の育成という視点を踏
まえた送り出し体制・受入れ体制が望まれると考
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える。（本研究は文部科学省科学研究費補助金「外
国人介護職の受入れに関する研究（平20 ～ 22年）」
（研究代表者：植村英晴）の一部である）
